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平成１８年３月期         中間決算短信（連結）       平成１７年１１月２４日 
 
上 場 会 社 名   ダイソー株式会社              上場取引所     大・東 
コ ー ド 番 号   ４０４６                  本社所在都道府県  大阪府       
（ＵＲＬ http://www.daiso.co.jp/）                
代  表  者   役職名 代表取締役社長          氏名 佐藤 存 
問合せ先責任者   役職名 常務取締役管理本部長       氏名 上出 修        ＴＥＬ（06）6443-5501 
決算取締役会開催日 平成１７年１１月２４日                       
米国会計基準採用の有無   無 
 

１．１７年９月中間期の連結業績（平成１７年４月１日～平成１７年９月３０日） 
（１）連結経営成績                                              （注）百万円未満は切り捨てて表示している。 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年9月中間期   32,113 4.4 1,434 49.7 1,485 50.6 

16年9月中間期 30,773 13.0 958 37.3 986 45.0 

17年3月期 62,022    2,101  2,020 
 
          中間(当期)純利益 

1株当たり中間 
(当期)純利益 

潜在株式調整後1株当たり
中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

百万円 ％ 円   銭 円    銭 

17年9月中間期    764 50.1 7    77  7    58  

16年9月中間期    509 98.0 6    41  6    38  

17年3月期     927 10       13  10    09  

（注）①持分法投資損益    17年9月中間期    0百万円 16年9月中間期     2百万円  17年3月期     3百万円 

②期中平均株式数（連結）17年9月中間期 98,372,623株 16年9月中間期 79,397,604株 17年3月期 87,493,573株 

③会計処理の方法の変更     有 

④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
（２）連結財政状態 

 総  資  産 株 主 資 本 株主資本比率 1株当たり株主資本 

百万円 百万円 ％ 円    銭

17年9月中間期 60,441       30,179      49.9       286      38    

16年9月中間期 55,860       24,798      44.4       260      19    

17年3月期 57,167    25,980   45.4    268      83  

（注） 期末発行済株式数（連結）17年9月中間期 105,382,850株 16年9月中間期 95,307,697株 17年3月期 96,488,905株 
 
（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 営 業 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物
期   末   残   高

百万円 百万円 百万円 百万円

17年9月中間期 763       △ 1,664      △ 762       4,671      

16年9月中間期 30       △ 1,175      3,191       7,109      

17年3月期 2,928    △ 3,314   1,658    6,335   
 
（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
    連結子会社数 ２社   持分法適用非連結子会社数 －社   持分法適用関連会社数 １社 
 
（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
    連結（新規） －社  （除外） －社    持分法（新規） －社   （除外） －社 
 
２．１８年３月期の連結業績予想（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日） 

   売    上    高 経  常  利  益 当 期 純 利 益 

                 百万円                  百万円                   百万円 

 通      期 68,000 3,000 1,500 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）    14 円 23 銭 

（注）上記の予想は現時点で入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は今後様々な要因によって異なる結果とな

る可能性があります。 
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 企 業 集 団 の 状 況  

 当社の企業集団は、当社、連結子会社２社、非連結子会社２社および関連会社１社で構成されています。当社グループが

営んでいる主な事業内容と、グループを構成する各会社の位置づけ、および事業の種類別セグメントとの関連は、次のとお

りです。 
 
（基礎化学品） 
  主な製品として、かせいソーダ、塩酸、液化塩素、塩素ガス、次亜塩素酸ソーダ、亜塩素酸ソーダ、塩素酸ソーダ、か

せいカリ、水素ガス、エピクロルヒドリン、アリルクロライド、ジクロロプロペン等の製造・販売を行っています。 
  当社が製造・販売するほか、連結子会社であるダイソーケミカル㈱をとおして販売するとともに、当社の原料の一部を

同社より購入しています。ダイソーケミカル㈱は、塗料原料、接着剤原料等の販売を行っています。また、持分法適用関

連会社である岡山化成㈱は、かせいソーダ、塩素ガス、次亜塩素酸ソーダ、水素ガスを製造しており、当社は製品および

原料の一部を同社より購入しています。 
 

（機能化学品） 
  主な製品として、エピクロルヒドリンゴム、塩素化ポリエチレン、省エネタイヤ用改質剤、ダップ樹脂、液体クロマト

グラフィー用シリカゲル、光学活性体、医薬中間体、酸化イリジウム電極、アリルエーテル類、レンズ材料等の製造・販

売を行っています。 
  当社が製造・販売するほか、製品の一部をダイソーケミカル㈱、連結子会社であるダイソーエンジニアリング㈱をとお

して販売しています。また、ダイソーケミカル㈱は、感光性樹脂等の販売を行っています。 
 

（住宅設備ほか） 
  主な製品として、ダップ加工材、住宅関連製品等の製造・購入・販売を行っています。 
  ダイソーエンジニアリング㈱は、各種化学プラント、環境保全設備等の建設業務を行うほか、当社設備の建設および保

全を行っています。また、当社は同社の資材購入事務を代行しています。また、非連結子会社である㈱ジェイ・エム・ア

ールは、廃蛍光管の処理およびリサイクル事業を行っています。 

 
  事業の系統図は、次のとおりです。 

 
当               社 

基礎化学品 機能化学品 住宅設備ほか 

製       原    製   原    製   原             

品       料     品   料    品   料             

ダ イ ソ ー ケ ミ カ ル ㈱

連 結 子 会 社
 岡 山 化 成 ㈱ 

持 分 法 適 用 

関 連 会 社 

 

  

 

  

 

                   設備の建設・保全 

                                                         

ダ イ ソ ー エ ン ジ ニ ア リ ン グ ㈱

連 結 子 会 社

 ㈱ジェイ・エム・アール

非 連 結 子 会 社
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 経  営  方  針  
 

１．経営の基本方針 
わが国の化学産業は、欧米およびアジア諸国の化学会社の積極的な事業活動により厳しい国際競争にさらされ、事業の

再構築や絞り込み等、生き残りをかけた変革を迫られています。 

このような状況下で当社グループは、 

（１）化学を中心とする事業を通じてより豊かな社会の実現に貢献します 

（２）世界に信頼される技術と製品を創造します 

（３）情熱と誠意をもって行動します 

の企業理念に基づき、２１世紀において存在感のある化学会社として確固たる基盤を築くため、基幹事業の一層の強化を

図るとともに、新規事業へ積極的に経営資源を投入し高付加価値型化学会社への転換を目指しております。 

また、安全と環境問題につきましては、レスポンシブル・ケア活動を中心に、製品の品質と安全の確保に万全を期すと

ともに、省資源、省エネルギー活動にも積極的に取り組み、地球環境と調和した企業の発展を図ってまいります。 

 

２．利益配分に関する基本方針 

当社グループは、株主のみなさまに対する利益配分を重要な責務と考えており、配当につきましては、各期の業績と今

後の事業展開に備えるための内部留保を勘案し決定することを基本としております。また、安定性についても重要である

と考えております。 

なお、中間配当につきましては、今後の情勢などを勘案し、１株につき、２円５０銭とさせていただきました。 

 

３．目標とする経営指標 

  当社グループが中期的に目標とする経営指標は、事業活動の成果を示す「経常利益３０億円」と「ＲＯＡ（総資産経常

利益率）６％」で、この達成に向け、当社グループ全体の収益力を強化するべく取り組んでおります。 

 

４．中長期的な会社の経営戦略 

 当社グループは、平成１５年度より３か年の中期経営計画「ＮＥＸＴＡＧＥ－０５」をスタートいたしました。 

 新たな企業価値創造への挑戦として、今回策定した中期経営計画「ＮＥＸＴＡＧＥ－０５」では、より一層「選択と集

中」を徹底させ、収益体質を強化し、グループとして「経常利益30億円体制の確立」を目指しております。 

 具体的には、「事業部別ＲＯＡ管理」による効率経営の推進、「キャッシュ・フロー重視」による有利子負債の圧縮、

「プロジェクトチーム編成」による経営課題の早期解決等の施策により、「２１世紀の勝ち組企業」を目指し、ひいては

「企業格付けの向上」と「株主価値の増大」を図ってまいります。 

 

５．コーポレート･ガバナンスに関する基本的な考え方およびその施策の実施状況 

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 

当社は、経営の透明性やコーポレートガバナンスが有効に機能することが求められるなか、経営環境に機敏に対応でき

る組織体制と株主重視の公正な経営システムを構築維持することを重要な施策として考えております。 

 

（コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況） 

当社はコーポレート・ガバナンスについては、下記の施策を実施し、十分なコーポレート・ガバナンスが確保されてい

ると考えております。 

①取締役会 

取締役会は、取締役１３名で構成しており、原則として毎月１回開催し、重要事項はすべて付議され、業績の進捗に

ついても議論し対策等を検討しております。このほか、取締役会の決定した基本方針に基づき意思決定の迅速化と業務

運営の効率化を図ることを目的として、役付取締役を中心とした経営会議を原則として週１回開催し、重要な業務執行

への対応を行っております。なお、当社は社外取締役を選任しておりません。 

②監査役会 

当社は監査役制度を採用しております。監査役は３名（うち社外監査役２名）であり、取締役会にはすべて出席する

とともに社内の重要な会議にも積極的に参加し、取締役の職務執行を十分に監視できる体制となっております。当社と

社外監査役の間には、人的関係、資本的関係又は取引関係又はその他の利害関係に該当する事項はございません。 
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③内部統制システム 

代表取締役の下に５つの事業部、３つの本部、監査グループ、経営企画室、秘書室、物流統括部、東京支社、デュッ

セルドルフ事務所の各組織が置かれております。各組織の責任者は社内規定に基づき、責任ある判断を行えます。各組

織間の相互牽制は、取締役会や稟議制度を通じて行っております。 

④リスク管理体制 

当社の業務活動に伴い広範囲にわたって発生するリスクに適切に対応するため、危機管理基本規定を定め、リスク管

理体制を確立しております。ほかにも危機管理基本規定の関連規定として、ＲＣ（レスポンシブル・ケア）規定や危機

対応規定などを定め、リスク管理体制の整備については十全を期するべく努めております。また、個人情報保護委員会

を設置し情報管理体制を構築しております。 

⑤内部監査、監査役監査、会計監査の状況 

内部監査は、監査グループが担当しており、業務全般にわたる監査を実施しております。 

監査役の監査は、取締役会等の重要会議への出席などのほか、会計監査人や監査グループの実施する監査への同行な

どの活動によって監査を実施しております。 

公認会計士監査は、新日本監査法人に依頼しております。監査業務は充分な期間をかけて執行されており、当社も監

査が行いやすい社内体制を整備しております。会計監査人と監査役会および監査グループは意見交換を実施し、相互連

携を図りながら監査を行っております。当社と新日本監査法人及び監査業務に従事する公認会計士との間には、特別な

利害関係はございません。 

また法律上の問題については、顧問弁護士のアドバイスも適時受けております。 
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 経 営 成 績 及 び 財 政 状 態  
 
１．経営成績 
（１）当中間期の概況 
当中間期のわが国経済は、好調な企業収益を背景に設備投資が増加するとともに、雇用の改善により個人消費も持ち直

すなど景気は底堅く推移しました。 

化学業界におきましては、原油をはじめとした原燃料価格の高騰がありましたが、中国をはじめとしたアジア地域での

需要拡大が続き、全般的には順調な事業環境のうちに推移いたしました。 

このような情勢のもと、当社グループは、中期経営計画の最終年度と創立９０周年という節目の年を迎え、「変化とス

ピード」をキーワードに、中期経営計画の達成に取り組んでまいりました。基礎化学品では、原燃料価格の高騰に伴い製

品価格の改定を実施するとともに、新たなコストダウン投資を引き続いて実施し、収益基盤を確固たるものにすべく活動

を推し進めてまいりました。また機能化学品では、エピクロルヒドリンゴム、ダップ樹脂、酸化イリジウム電極などの設

備能力の増強が完了しましたので、営業力を強化し積極的拡販につとめてまいりました。さらには、市場に軸足を置いた

研究開発体制へと組織変更し、新製品・新技術の早期開発と海外を含めた新市場の開拓にも注力してまいりました。 

高収益体質への転換を目指し、事業構造の改革を遂行してまいりました結果、当中間期の連結売上高は、３２１億１千

３百万円と前年同期比４．４％の増加となりました。 

連結経常利益も、１４億８千５百万円と前年同期比５０．６％増加するとともに、連結中間純利益につきましても、７

億６千４百万円と前年同期比５０．１％の増加となりました。 

 
事業の種類別セグメントの営業状況は、次のとおりです。 
（基礎化学品） 
かせいソーダは、国内需要が安定的に推移しましたので、販売数量は前年同期並みとなりました。価格面では、原材料

価格の高騰を受けて製品価格の改定を実施しましたので、売上高は大幅に増加しました。 

一方、塩化物につきましても、液化塩素、次亜塩素酸ソーダ、塩酸などの販売数量は横這いで推移しましたが、価格面

では、原材料価格の高騰により製品価格の改定をしましたので、売上高は増加しました。 

エピクロルヒドリンは、国内需要の主力先であるエポキシ樹脂ユーザーの減産により、販売数量は減少しましたが、主

原料であるプロピレン価格の上昇により、製品価格の改定を実施しましたので、売上高は増加しました。 

以上の結果、基礎化学品の売上高は、１６３億９千２百万円と前年同期比１１．１％の増加となりました。 
 

（機能化学品） 

エピクロルヒドリンゴムは、自動車用途向けでは、欧州の自動車メーカーの販売不調による減産の影響を受けましたが、

国内では、事務機器用途向けに新グレードの採用が順調に進みましたので、販売数量は増加しました。また、売上高は、

原材料価格高騰を受けた製品価格の改定と円安の影響もあり増加しました。 

塩素化ポリエチレンは、輸出では海外メーカーの安値攻勢による市場価格の低下により一部出荷を見合わせたこともあ

り販売数量は減少しましたが、国内はゴム用途向けを中心に拡販しましたので、販売数量は増加しました。 

ダップ樹脂は、国内は成形材料分野が停滞気味でしたが、ＵＶインキ向けは順調に推移しましたので販売数量は増加し

ました。海外はアジア地域内での需要が堅調に推移しましたので、販売数量はほぼ前年同期並みとなりました。価格面で

は、原材料価格の高騰を受け、製品価格の改定を実施しましたので、売上高は増加しました。 

省エネタイヤ用改質剤は、国内主要タイヤメーカーを中心に営業を展開しましたが、販売数量は伸び悩み、価格面でも

軟調に推移しました。 

液体クロマトグラフィー用シリカゲルは、海外への販売がやや軟調に推移しましたが、国内の医薬品精製用向けの販売

が増加しましたので、売上高は増加しました。 

光学活性体は、海外の開発中の医薬中間体向けの販売が大幅に増加するとともに、上市済の医薬品向けも順調に推移し

ましたので、売上高は増加しました。 

酸化イリジウム電極は、各製品とも順調に推移しましたが、当中間期は大口案件の受注がなく売上高は減少しました。 

アリルエーテル類は、中国市場向けを中心に販売数量が順調に増加するとともに、製品価格の改定も実施しましたので

売上高は増加しました。 

以上の結果、機能化学品の売上高は、１０８億５千１百万円と前年同期比２．８％の増加となりました。 
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（住宅設備ほか） 

化粧板等の住宅関連製品は、住宅着工戸数は横這いでしたが、原材料価格が高騰する一方、製品価格面での競争も厳し

く、需要も軟調に推移しましたので、売上高は減少しました。 

エンジニアリング部門におきましても、営業活動を強化し新規需要の開拓を積極的に行いましたが、当中間期は大口案

件の完成工事が減少しましたので、売上高は減少しました。 

以上の結果、住宅設備ほかの売上高は、４８億６千９百万円と前年同期比１０．８％の減少となりました。 
 
 
（２）通期の業績見通し 
今後の見通しにつきましては、国内景気は回復基調が続くものと期待されますが、原燃料価格のさらなる高騰をはじめ、

米国・中国経済の金融引き締め政策の影響などの不安定要因もあり、厳しい企業環境が予想されます。 

化学業界におきましても、中国市場の減速懸念による需給バランスの悪化、原燃料価格の上昇による企業収益の低下が

予想されるなど、先行きは不透明感が増してくるものと思われます。 

このような経営環境のもとで当社グループは、中期経営計画で定めた重点事業の着実な拡大と低収益事業の再構築をは

かるとともに、徹底したコストダウン施策をさらに追求し、安定した収益基盤体制へ転換を図ってまいります。 

さらに、今後とも新規事業やＭ＆Ａに積極的に取り組み、経営のスピードを上げ、事業構造の最適化と経営基盤の拡充

につとめ、存在感のある化学企業グループを目指してまいる所存であります。 

 
なお、通期では、売上高６８０億円、経常利益３０億円、当期純利益は１５億円を見込んでおります。 

 

２．財政状態 

当中間期の連結キャッシュ・フローの状況につきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間

純利益１４億４千９百万円、減価償却費１０億１千６百万円、仕入債務１９億３千９百万円の増加等により収入額が増加

したものの、売上債権２２億８千３百万円、たな卸資産５億９千７百万円等の増加により収入額が減少したので、７億６

千３百万円の収入となりました。投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得等により、１６億６千４百

万円の支出となりました。財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済により７億６千２百万円の支出とな

りました。 

以上の結果、現金及び現金同等物の当中間期末残高は、４６億７千１百万円となり、前期末より１６億６千３百万円減

少いたしました。 

 

３．キャッシュ・フロー指標のトレンド 

 

 平成16年3月期 平成16年9月期 平成17年3月期 平成17年9月期 

自己資本比率(%) 40.3 44.4 45.4 49.9 

時価ベースの自己資本比率(%) 45.6 54.6 58.8 82.3 

債務償還年数（年） 10.7 － 3.9 － 

インタレスト・カバレッジ・レシオ 8.8 0.5 23.0 20.4 

 
＊自己資本比率：自己資本／総資産 

 時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

 債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー（中間期は記載しておりません。） 

    インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

１．指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済み株式総数により算出しております。 

３．営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しております。有

利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利

払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 
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４．事業等のリスク 

当社グループは、事業等のリスクに関し、組織的・体系的に対処することとしておりますが、現在、当社グループの経

営成績および財務状況等に及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあり、投資家の判断に影響を及ぼす可能性

がある事項と考えております。 

なお、ここに記載した事項は、当中間期末において、当社グループが判断した主要なものであり、これらに限られるも

のではありません。 

（１）競合・市況変動等にかかるもの 
当社グループは市況製品を展開しており、景気、他社との競合にともなう市場価格の変動、また、為替、金利といっ

た相場の変動により事業業績が大きく左右される可能性があります。特に、景気や他社との競合という観点からは、当

社グループの基礎化学品事業のうち、クロール・アルカリ製品やエピクロルヒドリンは、売値および原材料調達価格に

関し変動を受けやすい構造となっております。 
また、地震等の天変地異、事故などに起因する生産トラブル、顧客の倒産などが発生した場合には、経営成績に大き

な影響を与える可能性があります。 

（２）製品の品質にかかるもの 

当社は、事業活動全般における品質保証を確保する体制を敷いており、製造物責任賠償については保険に加入してお

りますが、製品の欠陥により、当社グループの経営成績、財務状況、社会的評価等に悪影響を及ぼす可能性があります。 

（３）海外市況にかかるもの 

当社グループは、アジア、欧州、北米などに製品の輸出を行っておりますが、特に海外においては、テロ、戦争等に

よる社会的混乱のリスクがございます。そのため、これらの事象が発生した場合には、当社グループの経営成績及び財

務状況等に悪影響を及ぼす可能性があります。 
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中  間  連  結  貸  借  対  照  表 

                                                   

当  中  間  期

(平成17年9月30日現在)

前  中  間  期

(平成16年9月30日現在)

前       期 

(平成17年3月31日現在)

 

科     目 

金   額 構成比 金   額 構成比

 

増  減 

金   額 構成比

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 百万円 ％

流  動  資  産 ３２，４６８ 53.7 ３３，０３２ 59.1 △１，５６４ ３１,５５６ 55.2

現 金 及 び 預 金 ３，１７１  ４，２１０  △１，０３９ ３，１３５

受取手形及び売掛金 ２０，２１３  １８，９４４  １，２６９ １７，９２９

有  価  証  券 １，７９９  ３，２０９  △１，４１０ ３，５６９

た な  卸  資  産 ６，０３７  ５，４７０  ５６７ ５，４３９

繰 延 税 金 資 産 ８５８  ５８２  ２７６ ８３０

そ    の    他 ４００  ６２１  △１，２２１ ６６７

貸 倒  引  当  金 △   １３  △   ５  △１，  ８ △  １４

固  定  資  産 ２７，９７２ 46.3 ２２，８２７ 40.9 ５，１４５ ２５，６１０ 44.8

(有形固定資産) １４，７１４ 24.3 １３，８７９ 24.8 ８３５ １４，４０７ 25.2

  建 物 及 び 構 築 物 ４，１０８  ４，０３６  ７２ ４，０６８

  機械装置及び運搬具 ６，７３９  ６，８２５  △   ８６ ７，２７１

  そ    の    他 ３，８６５  ３，０１８  ８４７ ３，０６７

(無形固定資産) ７０９ 1.2 ７０３ 1.3 ６ ６７８ 1.2

 連 結 調 整 勘 定 ３８４ ４０８ △１， ２４ ３９６

   そ の 他 ３２４  ２９５  ２９ ２８２

(投資その他の資産) １２，５４９ 20.8 ８，２４４ 14.8 ４，３０５ １０，５２４ 18.4

  投 資 有 価 証 券 １１，４３８  ７，０３５  ４，４０３ ９，４０２

  繰 延 税 金 資 産 ５９  ６５  △１，  ６ ５９

  そ    の    他 １，０８１  １，１７４  △１， ９３ １，０９２

  貸  倒  引  当  金 △  ２９  △  ３０  １ △  ２９

資   産   合   計 ６０，４４１ 100.0 ５５，８６０ 100.0 ４，５８１ ５７，１６７ 100.0
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当  中  間  期

(平成17年9月30日現在)

前  中  間  期

(平成16年9月30日現在)

前       期 

(平成17年3月31日現在)

 

科     目 

金   額 構成比 金   額 構成比

 

増  減 

金   額 構成比

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 百万円 ％

流  動  負  債 ２０，２３９ 33.5 １８，２１７ 32.6 ２，０２２ １８，４０３ 32.2

支払手形及び買掛金 １３，６０６  １１，１２５  ２，４８１ １１，６６７

短 期  借  入  金 ８８０  １，１９０  △１，３１０ ７３０

一年以内返済 予 定の 

長 期 借 入 金 
１，４８０  １，８９４  △１，４１４ １，４３８

未 払 法 人 税 等 ５６８  ５６２  ６ ８１２

そ    の    他 ３，７０３  ３，４４４  ２５９ ３，７５４

固  定  負  債 １０，０２２ 16.6 １２，８４４ 23.0 △２，８２２ １２，７８３ 22.4

社       債 ２，５００  １，０００  １，５００ ２，５００

新株予約権付社債 ２，０３４  ４，９５９  △２，９２５ ４，６４１

長 期  借  入  金 ８６０ ３，４８４ △２，６２４ １，６２１

繰 延 税 金 負 債 １，６６２  １６７  １，４９５ ７３０

退 職 給 付 引 当 金 ２，４１９  ２，５６４  △１，１４５ ２，５６１

役員退職慰労引当金 ３８９  ５１１  △１，１２２ ５７２

そ    の    他 １５６ １５６ － １５６

負  債  合  計 ３０，２６１ 50.1 ３１，０６１ 55.6 △１，８００ ３１，１８６ 54.6

少数株主持分 － － － － － － －

資    本    金 １０，０２７ 16.6 ８，５１９ 15.3 １，５０８ ８，６９４ 15.2

資 本 剰 余 金 ８，５３９ 14.1 ７，０３４ 12.6 １，５０５ ７，２０８ 12.6

利 益 剰 余 金 ８，０３９ 13.3 ７，３７７ 13.2 ６６２ ７，５５７ 13.2

その他有価証券評価差額金 ３，７１０ 6.1 １，９８２ 3.5 １，７２８ ２，６４５ 4.6

自  己  株  式 △  １３７ △0.2 △  １１４ △0.2 △１， ２３ △  １２４ △0.2

資  本  合  計 ３０，１７９ 49.9 ２４，７９８ 44.4 ５，３８１ ２５，９８０ 45.4

負債、少数株主持分 

及 び 資 本 合 計 
６０，４４１ 100.0 ５５，８６０ 100.0 ４，５８１ ５７，１６７ 100.0

                       （当 中 間 期）    （前  中  間  期）    （前     期） 
（注）１．有形固定資産減価償却累計額   ４１，５０７百万円   ４２，２０９百万円   ４０，８１１百万円 

   ２．担保に供している資産      ３，０３３百万円      ３，２８０百万円      ３，２６４百万円 
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中  間  連  結  損  益  計  算  書 

 

当  中  間  期

平成17年4月 1日から 

平成17年9月30日まで 

前  中  間  期

平成16年4月 1日から 

平成16年9月30日まで 

前       期 

平成16年4月 1日から 

平成17年3月31日まで 

 

科     目 

金   額 百分比 金   額 百分比

 

増 減 

金   額 百分比

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 百万円 ％

売 上 高 ３２，１１３ 100.0 ３０，７７３ 100.0 １，３４０ ６２，０２２ 100.0

売 上 原 価 ２６，０６６ 81.2 ２５，５９８ 83.2 ４６８ ５０，９８５ 82.2

売 上 総 利 益 ６，０４７ 18.8 ５，１７５ 16.8 ８７２ １１，０３７ 17.8

販売費及び一般管理費 ４，６１２ 14.3 ４，２１６ 13.7 ３９６ ８，９３５ 14.4

営 業 利 益 １，４３４ 4.5 ９５８ 3.1 ４７６ ２，１０１ 3.4

営 業 外 収 益 １８０ 0.5 １６４ 0.5 １６ ２９０ 0.5

(受取利息・配当金) (   ７８)  (   ５９)  (  １９) (  １０１)  
( 雑  益 )  (  １０１)  (  １０５)  (△  ４) (  １８９)  
営 業 外 費 用 １２９ 0.4 １３６ 0.4 △ ０， ７ ３７２ 0.6

(支  払  利  息) (   ３５)  (   ５８)  (△ ２３) (  １１６)  
( 雑  損 )  (   ９４)  (   ７７)  (  １７) (  ２５６)  

経 常 利 益 １，４８５ 4.6 ９８６ 3.2 ４９９ ２，０２０ 3.3

特 別 利 益 １８０ 0.6 ２４４ 0.8 △０， ６４ ８３０ 1.3

(固 定 資 産 売 却 益 ) (    －)  (    －)  (   －) (  ５８４)  
(退 職 給 付 過 去 勤 務 債 務 償 却 額 ） (  １０９)  (    －)  ( １０９) (    －)  
(投資有価証券売却益) (   ７０)  (  ２４４)  (△１７４) (  ２４４)  
(貸 倒 引 当 金 戻 入 益 ) (    －)  (    －)  (   －) (    ０)  
特   別   損   失 ２１５ 0.7 ２８６ 0.9 △０， ７１ １，１１６ 1.8

( 固 定 資 産 除 却 損 ) (  １８３)  (  ２８６)  (△１０３) (１，１１６)  
(投資有価証券売却損) (   ２４)  (    －)  (  ２４) (    －)  
(ゴルフ会員権評価損) (    ８)  (    －)  (   ８) (    －)  
税金等調整前中間(当期)純利益 １，４４９ 4.5 ９４５ 3.1 ５０４ １，７３３ 2.8

法人税、住民税及び事業税 ５２３ 1.6 ５２７ 1.7 △０，  ４ １，０３５ 1.7

法 人 税 等 調 整 額 １６２ 0.5 △  ９０ △0.3 ２５２ △ ２２９ △0.4

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 ７６４ 2.4 ５０９ 1.7 ２５５ ９２７ 1.5
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中  間  連  結  剰  余  金  計  算  書 

（単位:百万円） 

科      目 

当  中  間  期 

平成17年4月 1日から

平成17年9月30日まで

前  中  間  期 

平成16年4月 1日から

平成16年9月30日まで

増 減 

前           期

平成16年4月 1日から

平成17年3月31日まで

資 本 剰 余 金 の 部  

資 本 剰 余 金 期 首 残 高 ７，２０８ ４，７９８ ２，４１０ ４，７９８

資 本 剰 余 金 増 加 高 １，３３１ ２，２３５ △ ９０４ ２，４１０

資 本 剰 余 金 減 少 高 － － － －

資本剰余金中間期末(期末)残高 ８，５３９ ７，０３４ １，５０５ ７，２０８

利 益 剰 余 金 の 部  

利 益 剰 余 金 期 首 残 高 ７，５５７ ７，２１６ ３４１ ７，２１６

利 益 剰 余 金 増 加 高 ７６４ ５０９ ２５５ ９２７

中間 ( 当期 ) 純利益 ７６４ ５０９ ２５５ ９２７

利 益 剰 余 金 減 少 高 ２８２ ３４８ △  ６６ ５８６

配     当     金 ２４１ ３１６ △  ７５ ５５４

役 員 賞 与 金 ４１ ３２ ９ ３２

利益剰余金中間期末(期末)残高 ８，０３９ ７，３７７ ６６２ ７，５５７
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中間連結キャッシュ・フロ－計算書 
（単位:百万円） 

 
( 

当 中 間 期 

平成17年4月 1日から 

平成17年9月30日まで ) (
前 中 間 期 

平成16年4月 1日から 

平成16年9月30日まで ) ( 
前          期 

平成16年4月 1日から 

平成17年3月31日まで )
Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロ－        

  税金等調整前中間(当期)純利益  １，４４９  ９４５   １，７３３

  減価償却費  １，０１６  １，００８   ２，０６５

  貸倒引当金の増減額  △     １  ３２   ３９

  未払賞与の増減額  △    ２５  ７   ５０

  退職給付引当金の増減額  △   １４２  １４１   １３７

  役員退職慰労引当金の増減額  △   １８２  △    ５５   ５

  受取利息及び受取配当金  △    ７８  △    ５９   △   １０１

  支払利息  ３５  ５８   １１６

連結調整勘定償却  １１  １１   ２３

持分法による投資利益  ０  △     ２   △     ３

  有価証券・投資有価証券売却益  △    ７０  △   ２４４   △   ２４４

  有価証券・投資有価証券売却損  ２４  －   －

  有形固定資産売却益  －  －   △   ５８４

  固定資産除却損  ２９  ８９   ４３０

  社債発行費  －  －   ３５

  新株発行費  －  ３２   ３２

ゴルフ会員権評価損  ８  －   －

  売上債権の増減額  △ ２，２８３  △ ２，２８８   △ １，２７３

  たな卸資産の増減額  △   ５９７  △   ４２９   △   ３９９

  その他資産の増減額  ２２０  △    ３１   △    ６９

  仕入債務の増減額  １，９３９  １，０５８   １，５９９

  未払消費税等の増減額  ２７  △    ２０   △   １２４

  役員賞与の支払額  △    ４１  △    ３２   △    ３２

  その他負債の増減額  １３０  １７０   １４９

     小  計  １，４７０  ３９１   ３，５８８

  利息及び配当金の受取額  ７８  ５９   １０１

  利息の支払額  △    ３７  △    ６２   △   １２７

  法人税等の支払額  △   ７４７  △   ３５７   △   ６３４

営業活動によるキャッシュ・フロー  ７６３  ３０   ２，９２８

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロ－       

  定期預金の預入による支出  －  △   ３００   △   ３００

  有価証券の償還による収入  １０  －   －

  有形固定資産の取得による支出  △ １，４７０  △   ６１２   △ ２，２２０

  有形固定資産の売却による収入  －  －   ７４１

  無形固定資産の取得による支出  △    ８１  △    １６   △    ５２

  投資有価証券の取得による支出  △   ５４２  △   ５３７   △ １，８３９

  投資有価証券の売却による収入  ４１８  ３２９   ３２９

  その他の取得による支出  △    ７４  △    ４１   △    ７５

  その他の売却による収入  ６６  ４   ７９

  貸付けによる支出  △     ５  △    １５   △    ２６

  貸付金の回収による収入      １３      １３   ４８

  投資活動によるキャッシュ・フロ－  △ １，６６４  △ １，１７５   △ ３，３１４

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロ－        

  短期借入れによる収入  １，１８０  １，１９０   １，９２０

  短期借入金の返済による支出  △ １，０３０  △ １，９３０   △ ３，１２０

  長期借入れによる収入  －  ６５０   ６５０

  長期借入金の返済による支出  △   ７１９  △   ７９４   △ ３，１１３

  社債の発行による収入  －  －   １，４６５

  株式の発行による収入  ５７  ４，３９８   ４，４２９

  自己株式の取得による支出  △    １２  △     ４   △     １４

  配当金の支払額  △   ２３７  △   ３１８   △   ５５７

財務活動によるキャッシュ・フロ－  △   ７６２  ３，１９１   １，６５８

Ⅳ現金及び現金同等物の増減額  △ １，６６３  ２，０４６   １，２７２

Ⅴ現金及び現金同等物期首残高  ６，３３５  ５，０６２   ５，０６２

現金及び現金同等物中間期末(期末)残高  ４，６７１   ７，１０９   ６，３３５  
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（注）１．現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高と中間連結(連結)貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 

 （当中間期） （前中間期） （ 前 期 ） 

現 金 及 び 預 金 勘 定 ３，１７１百万円 ４，２１０百万円 ３，１３５百万円

有 価 証 券 勘 定 １，７９９百万円 ３，２０９百万円 ３，５６９百万円

 計   ４，９７１百万円 ７，４１９百万円 ６，７０４百万円

預入期間が３ケ月を越える定期預金 △３００百万円 △３００百万円 △３００百万円

価値変動リスクのある有価証券 －百万円 △１０百万円 △６９百万円

現 金 及 び 現 金 同 等 物 ４，６７１百万円 ７，１０９百万円 ６，３３５百万円
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 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項  
１．連結の範囲 

連結子会社  ２社  ダイソーケミカル株式会社、ダイソーエンジニアリング株式会社 

非連結子会社 ２社  ダイソー加工材株式会社、株式会社ジェイ・エム・アール 

非連結子会社２社の総資産、売上高・中間純損益および利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも僅少であり、中

間連結財務諸表に重要な影響をおよぼしていません。 

 

 ２．持分法の適用 

関連会社     １社     岡山化成株式会社 

非連結子会社２社に対する投資については、持分法を適用していません。上記の持分法非適用の非連結子会社の中間純

損益および利益剰余金（持分に見合う額）等の合計額は、いずれも僅少であり、中間連結財務諸表に重要な影響をおよ

ぼしていません。 

   

 ３．連結子会社の事業年度に関する事項 

連結子会社の中間決算日は、中間連結決算日と同一です。 

 

 ４．会計処理基準 

 （１）有価証券の評価基準および評価方法 

満期保有目的債券・・償却原価法 

その他有価証券・・・時価のあるものは、中間決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定）で、時価のないものは、移動平均法による

原価法  

 

 （２）たな卸資産の評価基準および評価方法 

親会社は主に総平均法による低価法 

子会社は主に先入先出法による原価法 

 

（３）固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産・・親会社は、機械装置のうち無機関係設備及び一部の有機関係設備は定額法、その他の有機関係設備

及び研究開発設備は定率法によっています。その他の有形固定資産は定額法によっています。子会

社は、主として定額法によっています。なお、耐用年数については主として下記のとおりとなって

います。 

建物：平均２４年 

機械装置：平均７年 

 

   無形固定資産・・定額法によっています。ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法によっています。 

 

 （４）引当金の計上基準 

     貸倒引当金  

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては、財務内容評価法により、回収不能見込額を計上しています。 

   退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しています。過去勤務債務については、発生年

度において一括償却しています。なお、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（１５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しています。 

役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当中間連結会計期間末要支給額を計上しています。 
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（５）リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 

 

（６）ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の要件を満たす金利スワップについて、特例処理を採用しています。 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

     ヘッジ手段：金利スワップ 

ヘッジ対象：借入金 

ヘッジ方針 

市場金利の変動リスクを回避するために、ヘッジ手段を選定し、取締役会の承認のもとに実行しています。 

ヘッジの有効性評価の方法 

特例処理を採用している金利スワップのみのため省略しています。 

 

５．消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。 

 

６．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、要求払預金及び取得日から３ケ

月以内に満期日または償還日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資等です。  

 

 

（会計処理の方法の変更） 

  

固定資産の減損に係る会計基準 

  「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平

成14年8月9日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成15年10月31日 企業

会計基準適用指針第6号）を当中間連結会計期間から適用しています。これによる損益に与える影響はありません。 
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セ  グ  メ  ン  ト  情  報 

１．事業の種類別セグメント情報 
 

当中間期（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）                      （単位：百万円） 
 

基礎化学品 機能化学品 住宅設備ほか 計 消去又は全社 連  結

売上高及び営業損益       
   売   上   高     
 (1)外部顧客に対する 

     売上高 
16,392 10,851 4,869 32,113 － 32,113

 (2)セグメント間の内部 

    売上高又は振替高 
－ 0 716 717 （  717） －

         計 16,392 10,851 5,585 32,830 （  717） 32,113

   営  業  費  用 15,774 9,712 5,574 31,060 （ 381） 30,678

   営  業  利 益 618 1,139 11 1,769 （  335） 1,434

 

前中間期（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）                      （単位：百万円） 
 

基礎化学品 機能化学品 住宅設備ほか 計 消去又は全社 連  結

売上高及び営業損益       
   売   上   高     
 (1)外部顧客に対する 

     売上高 
14,758 10,555 5,460 30,773 － 30,773

 (2)セグメント間の内部 

    売上高又は振替高 
0 6 394 400 （  400） －

         計 14,758 10,561 5,854 31,174 （  400） 30,773

   営  業  費  用 14,647 9,515 5,753 29,916 （  100） 29,815

   営  業  利 益 110 1,046 100 1,257 （  299） 958

 
前期（平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日まで）                         （単位：百万円） 

 基礎化学品 機能化学品 住宅設備ほか 計 消去又は全社 連  結 

売上高及び営業損益        
   売   上   高      
 (1)外部顧客に対する 

     売上高 
30,508 21,525 9,988 62,022 － 62,022

 (2)セグメント間の内部 

    売上高又は振替高 
0 11 1,398 1,410 （ 1,410） －

         計 30,508 21,536 11,387 63,432 （ 1,410） 62,022

   営  業  費  用 30,080 19,418 11,229 60,729 （  808） 59,920

   営 業 利 益 427 2,117 157 2,703 （  601） 2,101
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（注）１．事業区分は、当社グループの事業活動分野別とし、製品の汎用性および市場の類似性等を考慮し、区分していま

す。 
２．各事業の主な製品 

    （１）基礎化学品：かせいソーダ、塩酸、液化塩素、塩素ガス、次亜塩素酸ソーダ、亜塩素酸ソーダ、塩素酸ソー

ダ、かせいカリ、水素ガス、エピクロルヒドリン、アリルクロライド、ジクロロプロペン、塗

料原料、接着剤原料等 
    （２）機能化学品：エピクロルヒドリンゴム、塩素化ポリエチレン、省エネタイヤ用改質剤、ダップ樹脂、液体ク

ロマトグラフィー用シリカゲル、光学活性体、医薬中間体、酸化イリジウム電極、アリルエー

テル類、レンズ材料、感光性樹脂等 
    （３）住宅設備ほか：ダップ加工材、住宅関連製品、化学薬品の輸送・貯蔵、化学プラント・環境保全設備建設等 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、当中間期が２８６百万円であり、その

主なものは、基礎研究開発等および管理部門の一部に係る費用で、前中間期が２７２百万円、前期が６７７百万

円です。 

 
 

２．所在地別セグメント情報 
 在外連結子会社および重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

 

３．海外売上高                                        （単位：百万円） 

 当 中 間 期 

自平成17年4月 1日 

至平成17年9月30日 

前 中 間 期 

自平成16年4月 1日 

至平成16年9月30日 

前     期 

自平成16年4月 1日 

至平成17年3月31日 

 欧州 アジア その他 計 欧州 アジア その他 計 欧州 アジア その他 計 

１.海外売上高 1,387 3,002 785 5,175 1,283 2,456 683 4,423 2,873 5,084 1,579 9,537

２.連結売上高  32,113  30,773 62,022

３.連結売上高に

占める海外売上

高の割合 
4.3％ 9.3％ 2.4％ 16.1％ 4.2％ 8.0％ 2.2％ 14.4％ 4.6 ％ 8.2％ 2.5％ 15.4％

（注）１．国または地域の区分は、地理的近接度によっています。 
   ２．各区分に属する主な国または地域 
     （１）欧州    ドイツ、フランス、イギリス、スペイン 
     （２）アジア   中国、台湾 

     （３）その他   アメリカ、カナダ 
   ３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高です。 
 

 リ  ー  ス  取  引  関  係  
 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 
                            （当  中  間  期） （前  中  間  期） （前    期） 
（１）取得価額相当額                    ３０百万円         ９２百万円     ９１百万円 
   減価償却累計額相当額                 ２４百万円         ８１百万円     ８３百万円  
   中間期末(期末)残高相当額                ５百万円         １０百万円      ７百万円 
   上記金額のうち、主なものは「機械装置及び運搬具」です。 
（２）未経過リース料中間期末(期末)残高相当額 １年内     ２百万円           ５百万円      ５百万円 
                       １年超     ２百万円           ５百万円      ２百万円 
                       合 計      ５百万円          １０百万円      ７百万円 
（３）支払リース料（減価償却費相当額）            ２百万円           ８百万円     １１百万円 
（４）減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法によっています。 
（５）未経過リース料中間期末(期末)残高相当額は、有形固定資産の中間期末(期末)残高等に占めるその割合が低いため、

支払利子込み法によっています。 
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 有 価 証 券 関 係  
１．時価のある有価証券                                    （単位：百万円） 

区    分 
当  中  間  期 

（平成17年9月30日現在） 

前  中  間  期 

（平成16年9月30日現在） 

前      期 

（平成17年3月31日現在） 

（１）満期保有目

的の債券 

中間連結
貸借対照
表計上額 

時 価 差 額 
中間連結
貸借対照
表計上額

時 価 差 額 
連結貸借
対照表計
上額 

時 価 差 額 

社 債 － － － 10 10 0 10 10 0

計 － － － 10 10 0 10 10 0

（２）その他有価証

券 
取得原価

中間連結
貸借対照
表計上額 

差 額 取得原価
中間連結
貸借対照
表計上額

差 額 取得原価 
連結貸借
対照表計
上額 

差 額 

株 式 3,915 10,205 6,289 2,332 5,680 3,348 3,634 8,091 4,457

その他 － － － 363 375 11 364 389 25

計 3,915 10,205 6,289 2,695 6,055 3,359 3,998 8,481 4,483

 

 

２．時価評価されていない主な有価証券                             （単位：百万円） 

 当  中  間  期 

(平成17年9月30日現在) 

前  中  間  期 

(平成16年9月30日現在) 

前          期 

(平成17年3月31日現在) 

 中間連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券    
非上場株式 ６５４ ４０３ ４０２

政府短期証券等 １，７９９ ３，１９９ ３，４９９

計 ２，４５４ ３，６０２ ３，９０２

 

 

 

 

 

 デ リ バ テ ィ ブ 取 引  

当中間連結会計期間末、前中間連結会計期間末および前連結会計年度末の市場取引以外の取引として、金利スワップ取引

がありますが、ヘッジ会計の要件を満たす特例処理を適用しているため、注記の対象外としました。  


